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の概略をのベ，本論の問題提起の端緒としたい。勿論，
明治以前にも環境問題に当る現象のあったことはたしか
であり，このため自然の地形が変化した事実は，たとえ
ば中国山地のタタラなどの例で知られている。また，タ
タラとの関係もあると考えられる出雲平野の歴史時代に
おける急速な形成，成長など興味深いテーマもあるし，
足尾銅山の閉山以降今日までの長い歴史が渡良瀬川流域
の公害問題に深い関係をもっとともたしかである。しか
し，ここではこの種の問題は取上げないことにした。
明治になってから，政府はあらたに近代的な経済制度
をとりいれ，産業振興の基礎的な条件をととのえるとと
もに，いわゆる「富国強兵・殖産興業」政策を強行した
ことはよく知られている。欧米の近代的工場制度をとり
いれ，軍需，官需の工場や勧業目的の模範工場を建設し
た。明治10年前後には各地に民間工場がうまれ，明治13-
年以降，政府が官営工場の払下げや民間資本の育成をは
かるにしたがって近代産業が急速に芽ばえてきた。軍需
工場を除く官営工場のほとんどが民間に払下げられ，綿
紡績業もしだいに近代工業として成長してきた。日清戦
争による好況期の問に，官営の軍事工業と民間の紡績，
製糸業を中心に産業革命がすすんだ。
しかし重工業の発展はおくれ，その土台をなす鉄鋼業
の本格的発展は明治34年 (1901年）の官営八幡製鉄所の
設立をまたねばならなかった。その後，数次にわたって
大鉱張がおとなわれ，またこれを補うものとして民間の
大資本によって北海道の輸西製鉄所（室蘭〉や川崎の日
本鋼管などの製鉄所が設立され，さらに朝鮮や満州にも
製鉄所が建設されていった。
明治初年に官営で出発した造船工業は，その後海軍工
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まず，明治以降から昭和20年までの日本の工業が都市
との関連において成長し，環境問題を生起してきた経過
ここに広域諸計画というのは，法令等の根拠をもっ都
道府県単位またはそれ以上の大きさの地域に関する計画
であり，かつ都市の自然環境にかかわる計画である。と
くに，土地的自然環境にかかわる問題に関心がある。た
とえば，災害対策基本法の規定する地域防災計画，国土
利用計商法の規定する土地利用基本計画などがそれであ
る。
こうした問題をとりあげるのは，自然環境のもつ地域
的特性に大きなかかわりをもち，かっこれらの広域的な
諸計画が実質的に自然環境の破壕，問題の変質に関与す
ることがあるからである。所得倍増計画が結果として工
場公害を激化させ，また表面化させたこと，そうした変
化に予防的に配慮せず立案された新全国総合開発計画が
たちまち見直しを余儀なくされたことなど最近にも実例
が多い。
国土利用計画法策定のもととなった投機的な土地取り
引き，その元凶といわれた田中角栄の列島改造論など，
社会科学的に追求すべき問題点が多い。しかしここで
は，実態としての土地的自然環境の変化，変質により深
い関心がある。視覚的にもとらえやすい工業化にからむ
問題からまずのべることにしたL、。
まえがき
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廠の造船設備を除いて払いさげられ，長崎の三菱，兵庫
の川崎，東京の石川島平野などの民間造船所が発足し，
政府の保護の下に明治30年以降にいちじるしい発展をと
け’た。
全面的に輸入にたよっていた工作機械工業も，明治20
年代には池貝鉄工所，新潟鉄工所，芝浦製作所などでの
旋盤の製造がはじまり，日露戦争後には旋盤の輸入も徐
々に減りはじめた。
このように日本では，ほぼ明治30年代に産業革命が遂
行され，近代的産業資本としての近代工業が確立され，
同時に独占資本の形成がすすんだ。また銀行資本の集
中，集積がすすみ，明治末期にはいわゆる金融資本が財
闘のかたちをとって生れ，三井・三菱・住友・安田など
の基礎がつくられていった。これらの金融資本・財閥は
その後，第一次世界大戦中の未曽有の好況と戦後の恐慌
期を通じて，さらにいっそう資本と生産の集中，集積
をすすめ，近代的な企業組織へと改組されていくととも
に，ますますその支配を分化，拡充し，コンツェノレンと
しての地歩をかためていった。
第一次世界大戦は日本に未曽有の輸出増大と海運の隆
盛をもたらした。このことは，輸出産業，造船業，軍需
産業をはじめとする各種産業部門の生産を躍進させ，農
業から工業へと重点が移行し，アジアの工業国としての
日本の地位が確立されていった。かくして，中国大陵へ
の政治的経済的進出がはじまり，他の条件とあいまって
第二次世界大戦への道をあゆむこととなった。
第一次大戦の好況の下に，センイ産業はいちじるしく
発展し，重工業もめざましい発展をとげた。とくに東
京，大阪などの工業地域を高度化するとともに，工業地
域は外延的に拡大するようにもなった。
第一次世界大戦まではほとんどすべてを輸入にたよっ
ていた化学工業製品は，圏内生産に切換えざるをえなく
なり，政府も手あつい保護をあたえて化学工業に膨大な
投資をおこなった。この新興部門への財閥資本の進出は
すばやく，また多角経営化の途をあゆむこととなった。
また，新興財閥による電気化学コンピナートの形成がみ
られた。日本窒素肥料工業などがそれである。また，化
学肥料工業，化学センイ工業も発展してきた。これら
が，その後の化学物質による環境汚染の下地を形成した
のである。
昭和恐慌から戦争へと急テンポの変動がつづくなかで
軍事工業が拡大していった。軍工廠がその中心であった
が，財閥は機械工業を独占し，軍は自動車工業，航空機
工業，電機工業を保護し，鉄鋼業やエネルギー産業は国
の統制をうけるようになった。この時代に取得された軍
用地が，第二次世界大戦後かなり広大な商積にわたって
大企業に払下げられ，一部では今日の工業地域の核を形
成している。また，第二次大戦末期に軍需工業，とくに
東京，大阪に集中していた機械工業が地方へ疎開し，戦
後の地方工業の発展の核となっている。
明治初期から第二次世界大戦終了時までの工業化を概
観すると次の諸点を指摘できる。
①工業立地政策にはみるべきものはなかった。
② 官営工場建設期，財閥による工業都市建設期，軍工
廠中心の工業都市形成期といった時期別の特色がみら
れる。
③ 地域的には労働力との関係から都市やその周辺に集
中する傾向がみられる。
④ 寧需工場の戦時疎開は地方に機械工業などの立地，
発展の契機を与える。
⑤ 70年以上の年月の聞に，工業の業種は多様化し，資
本系列も明瞭になり，財関の支配が明らかになってき
た。
このような工業化のなかで，環境問題はどのように推
移したかを概観しておこう。明治初期から都市やその周
辺に，農民，漁民，都市住民との聞に社会的紛争がたえ
なかった。登場する地名も，大阪，足尾銅山，渡良瀬川，
谷中村，東京深川，別子銅山，新居浜，兵庫県高砂，加
古川，四阪島，尾西，一の宮，目立鉱山，逗子，多摩
川，川崎などが明治時代に，目立鉱山，四仮島，荒田川
（岐阜県），神岡鉱山，神通川，川崎，水俣などが大正
期に，川崎，羽田，大阪，安中，四阪島，神岡鉱山，石
狩川，水俣などが終戦までに登場する。都市の紡績，セ
メント，製紙，化学，食品などの工場の周辺，鉱山，精
錬所周辺ならびに下流部に多発している。被害は煙害，
煤煙，降灰といった大気を媒介するものと排水を媒介と
するものが支配的である。この形態の被害は，現象的に
は中世の鉱山開発いらいみられるものである。しかし，
東京や大阪周辺の地盤沈下は全く別のタイプの環境問題
といえよう。
3 その後の工業化と環境問題
第二次世界大戦後，焦土と化した4つの島に，復員・
引揚げによる急激に増大した人口をかかえたわが国にと
って，そしてまた終戦前後に相ついだ震災，風水害，火
山災害などによる被害が多発したことから，食糧増産，
エネルギー源の確保，破壊された国土の復興は必須の要
請であった。農地拡大の政策，石炭産業のてこ入れ，水
力電源の開発，河川総合開発による水資源の開発，洪水
被害の防除など，地域的な諸計画の実施に力をいれた。
しかし，この数年間の広域的な諸計画や事業は，むしろ
例外的なものであり，昭和25～26年の朝鮮動乱を契機と
して，たちまち工業化を核とする地域的な諸計画におき
かえられた。わが国の工業は朝鮮動乱を契機として本格
的な立直りをみせた。既成の工業地滅での製鉄，製鋼，
都市の自然環境論 59 
石油，化学，機械などの重化学工業は急速に設備を復旧
・拡充したが，生産活動が活発化するにつれて，老朽化
した生産設備や破壊されたままの道路，鉄道，港湾など
の輸送施設の能力不足が産業活動の大きな陸路として表
面化してきた。昭和27年に企業合理化促進法が制定され
て，工業の近代化，合理化がテコ入れきれ，産業基盤の
整備も国費の徳助によって進められることとなった。既
成工業地帯を補強する考え方であったから，たちまち陸
路があきらかになり，新工業地帯の開発を計画せざるを
えなくなった。その時には，すでに工業用水問題の深刻
化が予見されていたが，水資源開発は時間と経費のかか
る多目的ダムの建設と結びついており，石油が石炭にと
ってかわるなかで，ダム建設はおくれ，地下水利用の工
業立地は政策的には当然のことと考えられていたと理解
される。工業用水法（昭和31年〉や工業用水道事業法
（昭和33年）の制定は用水確保を合法化するものであ
った。
既成工業地帯の復興が進み，石油化学工業が次の工業
の主力となるにつれて，新工業地帯の開発が計画され，
実施されていった。俗にし、う三省公団構想は昭和27～28
年ごろ，通産，建設，運輸の三省の担当者のあつまりで
考えられ，国際競争力にたえる大型の臨海コンビナート
工業地帯の開発を目ざし，関係法案まで準備されたが，
当面の復興を急務とする財界の強い反対で立消えになっ
た。しかし，政府が援助する臨海工業地帯の開発は時間
の問題となっていたことはたしかである。
これまで，工場の立地条件等についての調査，研究の
蓄積は乏しく，基本的調査を国が実施すべきだという考
え方が支持されるようになってきた。通産省は昭和33年
から全国的な新規工業地帯立地条件調査をはじめ，その
調査結果を公開して企業にひろく閲覧させ，工業立地の
指導，誘導を開始した。こうした体制は， 「工場立地の
調査等に関する法律」 （昭和34年）の制定によって合法
化されたのである。それ以前にあった「国土調査法」
（昭和26年）の制定後，これまでとかく充分ではなかっ
た基礎調査は，工業との結びつきにおいて実現しはじめ
たのである。昭和34年の伊勢湾台風による被害も，基礎
調査の重要性を認識させる契機となり，都市地域を中心
とした地域的計画の前提となる各種の調査研究が定着す
るようになった。一般的基礎調査の性格が強い国土調査
についても，昭和37年に国土調査促進特別措置法が制定
され，昭和38年度を初年度とする第1次の国土調査事業
10カ年計画が作成された。さらにその後，昭和44年 5
月，国土総合開発法に基づく全国総合開発計画の新計画
（新全総〉が策定されるに及んで，その基礎となる国土
調査事業を飛躍的に促進するため，昭和45年5月に改正
して，第2次国土調査事業10カ年計画が作成され，今日
に及んでいる。
昭和35年の国民所得倍増計画の策定は工業化と環境問
題の広域化，深刻化の関係を決定的なものにしたという
ことができる。この計画は経済審議会のなかの産業立地
小委員会で討議され，太平洋ベルト地帯構想、で知られる
考え方をうちだしたものである。国土総合開発法（昭和
25年5月26日法律第405号）による全国総合開発地域に
みられる地域政策の考え方とはことなり，産業立地の基
本的な考え方として，（1）企業における経済合理性の尊重
位）所得格差，地域格差の是正（の過大都市発生の防止
の3点をとりあげている。とくに（1）を重視し，計画前期
の昭和45年までには工業開発の主軸は太平洋ベノレト地帯
を指向し，この地帯における必要な産業基盤施設の建
設，整備を重点的に推進することになった。
国民所得倍増計画のフレームをうけて作成された全国
総合開発計画（昭和37年 旧全総）では，①大都市の過
大化の防止と，②地域間格差の是正を地域的課題として
とりあげ，わが聞の資本をもっとも有効につかいながら
効率的にこの課題を達成するための方法として，いわゆ
る拠点開発構想をうちだした。この考え方では開発拠点
としての工業地域の構築が不可欠であり，このため，新
産業都市建設促進法（昭和37年〉，工業整備特別地域整
備促進法（昭和39年〉，低開発地域工業開発促進法（昭
和36年）が制定され，それぞれの法律によって工業開発
の大規模，中規模，小規模拠点の区域が指定され，結果
として全国の大小の平坦地の大部分が都市的工業地域的
な性格をもつように指定された。また，新産業都市およ
び工業整備特別地域には，国は重点的に公共投資をし，
工業団地，住宅団地の造成，工業用水道，道路，鉄道，
港湾などの産業基盤施設の先行的な整備を推進し，これ
らの公共事業をおとなう道県に対しては地方債の利子補
給，市区村に対しては国庫補助率のかきあげなどで優遇
した。また，そこに立地する企業に対しては固定資産税
などの地方税の減免，日本開発銀行，北海道東北開発公
庫からの優先的な融資等の助成措置がとられた。低開発
地域工業開発地域についても，さらに手あつい税制，金
融上の優遇措置がとられたのである。
今日の環境問題は，既成工業地帯とともに新産業都市
や工業整備特別地域を中心に多発している。環境問題の
質量の地域的集中，集積が，新らたに制定された各種の
地域開発関連法令等を根拠として，行財政，税制，金融
上の優遇措置の下で進行していったことは確かである。
この時期の工業開発を軸とする地域開発の実績が結果と
して経済の生産成長，公害の激化，新全総， 列島改造
論，土地の乱開発，国土利用計画法の制定などその後の
一連の地域に関連する大きな問題に展開していった。ま
た，過大都市発生の防止をうたいながら，地方都市の育
成と整備はこの時期にはそれほど具体化したとはいえな
い。また，大都市圏について，首都圏整備法（昭和31
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年〉，首都圏の既成市街地における工場等の制限に1関す
る法律（昭和34年），近畿圏整備法（昭和38年〉，中部圏
開発整備法（昭和41年）等が制定されたが，具体的かっ
効果的セ施策は展開したとはし、えなL、。地下水揚水型工
業の立地による地盤沈下地帯の全国的な広域化にみるよ
うに，開発中心の風潮であったといえよう。
こうした風潮は昭和38年7月，新産業都市が指定さ
れ，具体的建設の段階にはいった前後には，さまざまな
問題を露呈しはじめた。指定をめぐる関係地方自治体の
陳状合戦，充分な立地条件調査や環境保全調査をせずに
開発が開始されたり，設備過剰による不況，景気の低
迷， 3大都市地域の周辺部における急激な都市化，工業
化の進展による地域格差の拡大，過大都市問題の激化，
公害の激化，市街のスプロール化，生活環境整備のおく
れなどが表面化し，いっぽういわゆる過疎化が地域的課
題として提起されてきた。
これらの過密，過疎，地域間格差という 3つの重要な
地域的課題に対する施策として，（1）過密なき集中の実現
(2）農村漁業の近代化の促進（3）国民生活における国民的
標準の確保をとりあげ，大都市のもつ経済的，社会的
な集積のもつ役割lを重視し，その機能を十分に活用する
ため，人口や産業が大都市に集中するすう勢をみとめた
上で，それに対応する考え方が地域的政策にとられるよ
うになった。経済社会発展計画（昭和42年2月〉はこう
した考え方をとっている。これが，大都市問題を決定的
に悪化させ，また，公害問題が全国各地に深刻な社会問
題として登場する契機ともなった。
公共用水域の水質の保全に関する法律（昭和33年〉，
工場排水等の規制に関する法律（昭和33年），ばL、煙の
排出の規制j等に関する法律（昭和32年）等の無能ぶりも
明らかになり，さらに新らしい都市計画法（昭和43年）
の制定など地域的な計画の導入による事態の改善を考え
ざるをえなくなった。また，公害対策基本法（昭和42年
7月）を制定するようになった。大都市問題と工業立地
政策の競合，激化はわずか10年ほどの聞に，人類生存に
かかわる問題とうけとられるような環境問題となり，昭
和45年の公害年とよばれを年をむかえることになったの
である。
昭和46年からの企敬緩和を背景に，列島改造論を引き
金として企業の投機的な土地買いしめが社会問題化し，
石油はじめ資源の将来に不安が抱かれるなかで，あたら
しい局面が展開してきた。企業かし、しめの士地が6ヶ月
ほどの期間に全国の人口集中地区の面積に匹敵するほど
に達したり，犬手商社6社の48年1月未の手持ちの土地
が3080万rl，簿価で1150億円に及んだといわれた。 48年
1月の「土地対策要綱J，その後の閤土利用計画法がこ
うした土地問題への対応の根拠として制定された。
建設省が48年7月に，上記の6商社を含む計16社に，
各社が保有している土地で：20ha以上のものを1カ所以
上，適正価格で公的機関に売り渡すよう要請したけれど
も，月未までに15ケ所計766haの放出候補地が提出され
たにすぎず，それらも市街化調整区域内の土地という状
況であった。放出に応じたのは調整区域開発の許可を引
きだすためだともいわれた。不動産協会は同年12月，加
盟各社が3大都市圏の市街化区域内に持つ土地をすべて
今後5年間で計画的に造成，分譲することをきめたが，
その面積は5,645haに及び，約40万戸の住宅が供給でき
る計算であり，供給のベースはそれまでの2倍になる。
こうした宅地開発が，大都市の環境問題に登場した前提
に，工業化政策があったことを強調しておきたい。国土
利用計画法は環境問題の改善には有効には作用しないで
あろう。地方税法の改正（昭和48年4月〉による農地の
宅地なみ課税の実例をみれば明らかである。たとえば，
増額された固定資産税相当額を， 「生産奨励金」などの
名目で農民に払い戻す制度を設ける自治体が続出した。
昭和48年1月に決定された「土地対策要綱」は，深刻
な土地問題に対する政府としての基本的な政策の方向を
示したものであるが，土地買いしめの批判のなかで，①
土地利用計画の策定と土地利用の規制 ②土地税制の改
善③宅地供給の促進を柱としてくみたてられてお
り，利用目的と取引価格の両面から規制して地価を安定
させ，土地課税を強めて供給をふやし，国が積極的に宅
地開発にのりだそうとL、う考え方である。かくして，工
業化から，宅地化による環境問題の展開という形が決定
的になった。池田内閣の所得倍増計画策定時の地価上昇
にも同様な特徴がみられる。宅地が個人に結びつき，個
人が宅地を取得できる経済力を工業化でうみだすという
ものであろう。国土政策と工業化政策のからみと都市の
環境問題の関係を1つの研究課題として取上げる必要が
あるものと考える。
この観点ではまず第1に，既成市街地の再開発による
環境の改善，工業の地方分散とそれによる環境問題の地
域的拡大が問題になろう。第2に巨大コンビナートの出
現と低開発地域工業地帯における環境問題の質量の急激
な変化，既成コンピナートの質的変化などが問題になろ
う。第3にこれまでの農漁村地帯への大小工場の進出に
ともなう莫大な公共投資による土地改革事業の進展とそ
れにともなう環境問題の普遍的広域化が問題になろう。
これらの諸点はそれぞれ工業側からはメリットとして主
張しうる問題を環境側からながめ直してみようというも
のである。
4都市内部の地域構造の変化
日本の工業地繊はこれまでいわれているように重層的
な求心構造を特色とする。ただし，明治以降の工業化の
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なかで巨大中心としての大工業地帯と地方の中小工業中
心との規模格差は増大している。工業規模の拡大のなか
で都市の経済的社会的な集積のもつ機能にもっとも強く
誘引されて立地するいわゆる都市型工業と集積の機能に
も無関係ではないが，それよりも自然的技術的な大型装
置型工業や資源立地型の工業，あるいは歴史的な要因に
より強く誘引されて立地する特産的な工業や地場資源依
存型工業とに分れ，地域的にも重複しながら求心的な構
造の工業地域を形成する。したがって，工業にかかわる
環境問題も，こうした地域構造を反映した質と程度，範
囲をもっ地域構造を示す。たとえば，石油化学コンビナ
ート起源型，中小の都市型工業起源，皮革等の特産的な
工業起源の場合を考えれば理解しやすいであろう。
こうした問題を具体的に明らかにするためには，一つ
一つの工場について位置，地桜，周辺環境，業種，規
模，使用機械，出荷額，出荷量等およそ考えられるすべ
ての統計的なデータと，大気汚染，水質汚濁，騒音，振
動，悪臭，火災危険，震災危険，水害危険等の環境科学
的データの地域別jの対比を数量的におこなうとよいであ
ろう。後者についてはこまかい地域別にあつめることが
きわめて困難なものもあるので，適玄計算によって処理
したり，補足的な現地観測が必要になるかもしれない。
また，広域について研究調査を進めることには大きな困
難がともなうので，たとえば， Jl崎の臨海工業地帯とそ
の関連工業地帯，鶴見川ぞいの内陸工業地帯を含む程度
の地域で集中的に調査研究するのがよいであろう。
こうした詳細な調査をあらためておこなうまでもな
く，工業が地域的現象としての側面をもっ限り，工業起
源の環境問題に地域性があることは当然である。工業起
源の環境問題と，他の事象起源の環境問題の重複が現実
には追求されねばならないであろう。他の事象起源とい
うのは，工業との関連に濃淡があるとはいえ，自動車交
通，工業以外の目的のための地下水汲上げ，宅地造成等
である。ここにも，工業を国民所得向上の弾頭とし，自
動車，住宅を結果として後続させた施策の直接的な影響
と，急変する環境においっけなかった行政的施策の間接
的な影響をみることができょう。
ところで，日本の工業は石油と密接不可分に関係して
おり，石油ぬきには考えられない。他の事象の例をみて
も，直接間援に石油と関係している。したがって，環境
問題を石油問題とL、う資源問題におきかえて考えてみる
ことも必要であろう。石油が決定的因子となる日本の工
業は．石油需給の経済的動向にも左右されることになる
し，この意味では環境問題を純粋に経済学の問題として
追究することも可能ということができょう。
しかし，この小論での関心は，地域的な投影と，投影
された地域構造に，工業政策や地域的諸計画，それを反
映する財政投融資等の行財政行為が読みとれるかどうか
にある。また，地域的には都市の内部構造の変化にどう
影響を与えたかの解明にある。
工業化政策が展開するなかで，都市内部に立地する大
小の工場の専用の工業地域への誘致は，普遍的にみられ
たことである。専用地域の確保，造成，産業基盤整備等
は当然、のことであったが，この新らしい地域や工場跡地
の利用に問題がないわけではない。鶴見川流域の佐江戸
付近の地提沈下，交通量の増大，市街地の拡大など具体
的に事例を示すことができる。これらのうち普遍的にみ
られるのは，従来からいわれているように，農地の市街
地化であるが，とりわけ宅地化である。また，これもし
ばしば指摘されているように，財産税や相続税など税制j
が都市内部の土地細分化や質的な変化を引きおこしてき
たし，最近の土地税制にも都市の環境悪化，すくなくと
も環境の質の変化につながる事例が多い。たとえば，本
郷西片町や回画調布の住宅地などの例がよい例である。
また，道路交通量の増大から，道路ぞいの商店など
が，中低層のピルにおきかわり，高速道路がつくられる
と，どの階も道路ぞいの家と同じように騒音と振動にな
やまされ，住宅としての質の低下をきたす例は，今日，
大都市の道路ぞいではごく普通的に存在する状態となっ
ている。大通りをさけて路地ぞいに中低層集合住宅がた
てられ，内部発生の騒音，排ガス，振動，交通量の増大
する状況は，かつて京浜工業地帯の海岸ぞいの地域か
ら，目黒川ぞいに下請け工場の立地が拡大し，さらに．
台地斜面をはいあがって台地面上にも下請けの中小工場
が進出した有様を再現しているともいえる。こうなる
と，中小工場と商店，住宅が混在し，さらに住宅地のな
かに工場が進出することになり，都市内部の地域構造は
整理統合されないまま，混合した用途の地域が変質をつ
づけることになる。代表例は東横線中目黒駅を中心とし
た地域にみられる。都市の環境整備について行政上の不
備をみる想いがするが，こうした都市の地域構造の変
質，とくに用途の混在化に，地方税法などの税制が関係
していると考えられるので，こうした点からの調査が必
要であろう。
今日の東京では，都心部や江東区のように，整然とし
た街区が形成されている地域はきわめて限られている。
新宿の超高層ピル群のたちならぶ一角はもっともあたら
しいタイプの街区を形成しつつあるが，その面積は東京
全体の市街地とくらべて小さい。私鉄駅前の何々銀座と
よばれる繁華街などをはじめ，東京全体については，援
然とした環境の整備された都市という印象はすくないで
あろう。都市計画法や建築基準法その他関係の法令があ
って何故こうした印象の都市，ないし街区がつくられて
いくのかといった点について，詳しい調査が必要である
う。特殊な場所に，特殊な理由でこのましくない環境が
形成されることはあろうが，普遍的にそうした地域が形
62 都市研究報告第71～74号
成されるというのには論理的には，法令が根拠となり，
行政指導や行政的な放任が原因になると考えるのが常識
にかなうであろう。こうした観点から，法令や行政が都
市の地域構造の変質にどう関与するのかを解明するとと
が必要であろう。
都市の外延的な拡大と工場地帯の外延的拡大とが混交
しながら，あたらしいかっ混在した用途の地域を形成し
ていった有様は，大田区や品川区，川崎市の多摩川ぞい
の地域にみることができる。こうした地域では農業的土
地利用との競合の問題もあったし，地域の変化のテンポ
が早く，土地利用規制等有効な施策の実現をみない内に
変質していった。工業が動因として作用する土地利用の
変化に注目して，この面からの都市の自然環境の変化に
ついての調査が必要であろう。
5 国土利用の問題点
ところで，国土利用計画法にもとづく「昭和49年度国
土の利用に関する年次報告」は，国土利用上の問題点と
問題解決の方途について注目すべき報告といわれてい
る。同法第3条により国土の利用の現況並びに国土の利
用関にし講じられた施策及ひ’講ずべき施策について報告
するとととされているが，昭和49年度報告はその最初の
ものである。昭和50年版国土利用白書として市販された
が，その冒頭に， 「国民世論の広い支持を受けて制定さ
れた国土利用計画法」とあるのはどういう事実，データ
によるものかは知らなL、。農地の宅地なみ課税について
も同様なことがいわれ，国会においても，共産党をのぞ
く各党が賛成して成立した。しかしながら，さきにのべ
たように，農民の反対で骨ねきの実態にある。こうした
ことを考え合わせると，上記の「 」内の引用文は，「国
民世論の大きな期待のなかで」という程度のものであろ
う。本稿との関係で取上けγこいのは，土地利用の実態と
その変化である。以下，問題点を列挙する。
①台地（12%），低地（13%）に人口，生産，生活の
諸活動が集中している。
② 作宅，店舗，事務所，工場等のいわゆる宅地面積は
国土面積の 3%の111万Mにすぎず，約1.7%の64万ha
が人口集中地区になっている。
③宅地のうち， 14万ha(0. 4%）が工業用地で，重化
学工業部門を中心に生産活動がおとなわれ，自由経済
圏内の輸出総額1.s%に当る輸出額をうみだしている。
④ 戦後30年間，一貫して産業構造は高度化の道をあゆ
み，都市への人口，産業の集中が進んだ。経済成長を
支えた重化学工業を主軸とする工業は，三大湾臨海部
を中心に発展し三大都市圏に大都市問題としての環
境問題の集積を結果した。具体的には急速かつ無秩序
な住宅地の開発等による土地利用の混乱，自然の破
壊，公害の激化等である。また，地方公共団体の行財
政問題を仲介して，環境整備等の対策のおくれも顕著
になってきた。地価の高騰，通勤，住宅問題，水不足
なども顕在化してきた。しかし，昭和40年代以降に
は，三大湾工業地帯以外へも工業立地が進み，広域工
業地域化と公害広域化の時代に移行することになっ
た。
⑤三大都市圏における問題は，中心地域と周辺地域で
は多少ことなる。中心地域では，水，電力などの供給
に限界がみえる状態になっており，交通問題，廃棄物
問題などの環境問題の解決も困難になりつつある。ま
た，住宅問題も深刻で，とくに老朽化が問題である。
工業に関しては施設の狭小，老朽化など危険の増大が
指摘されている。
周辺地域では，通勤問題，市町村行財政等への影
響，農業的土地利用への悪影響，粗悪な住宅地のスプ
ロールなどが指摘されている。農林業的土地利用から
都市的土地利用への急激な転換と，それにともなう地
域的な計画と事業のアンバランスが目立ってきた。
⑥地形的には，日本の歴史がはじまってからこの方，
粗放な土地利用しか経験していない山麓や火山麓，丘
陵地に，大型の土工機械をもちこんで大規模な土工を
おこない，植被をはがし，地形をかえ，自然、破援と水
害や震災危険のポテンシアルを高める結果になってき
た。
宅地造成等規制法（昭和36年〉，大都市又はその周
辺の住宅地開発に伴う環境の整備と災害の防止を目的
とする住宅地造成事業に関する法律（昭和39年〕，市
街地区域及び市街化調整区域の制度，開発行為の許可
制度等を内容とする改正された都市計画法（昭和43
年〉の制定，農業の総合的振興のために農業振興地域
の整備に関する法律（昭和44年〉，自然環境保全法〈昭
和42年）などが相ついで制定された。この聞にも，土
地の買いしめは進み，とくに昭和46年秋以降全国的に
開発への期待がたかまり，社会問題としての土地問題
が発生した。
⑦三大都市圏を中心として都市的土地利用への農地，
林地の転換が全国各地にひろがった。このうち，住宅
用地の比率が高く，ついで公共用地，工業用地となっ
ている。農地と林地とをくらべると，林地からの転換
が多く，土地利用上，環境保全上の問題を含むことを
示している。
国土利用白書も土地利用転換に伴う問題として，①
災害上の問題 ⑥排水による水質への問題＠都市周
辺の緑地及び自然環境への影響③水供給上の問題
⑤財政上の問題をあげている。
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6 国土利用に関する施策
国土利用計画法の制定以前にも，さまざまな法令等に
よる国土利用に関する多くの施策がおこなわれていた。
にもかかわらず，国土利用計画法制定の契機となった地
価の急激な高騰，金融の大幅緩和をテコとした主として
法人による全国的な土地の投機的な取引き，山林等の乱
開発などが発生した。国土利用計画の策定，土地利用基
本計画の作成，規制区域における土地取引の許可制，全
国における土地取引の届出勧告制，遊休土地に関する措
置から轡成された国土利用計画法が制定された。この法
律は土地の利用文は開発等に関しては直接その規制jを行
わず，すべて都市計画法，農業振興地域の整備に関する
法律及び農地法，森林法，自然公園法，自然環境保全法
等にゆだね，土地利用基本計画を通じて間接的に土地利
用を規制することになった。個別の法令で充分に効果を
発揮しえなかったものが，大ワグの色ねりを中心とした
国土利用計画や土地利用基本計画を作成してみても，土
地利用規制の面に関しては効果を期待しにくい。
都市計画法や建築基準法などがあって，都市計画地域
内部の地域構造や質はかならずしも好ましい方向に変化
しつつあるとはいえない。これらの地域は，国土利用計
画法では都市地域に色ぬりされているだけで，土地取引
き以外の面では同法とは関係がないので，これらの地域
の変化は同法とは関係なしに進行するし環境の変質，
災害危険の変化などは現実に進行中である。都市地域に
含まれる市街化調整区域が宅地などの開発地域にかわる
のは，規制の規定があるとはいえ，時間の問題にすぎな
いであろう。昭和60年を目標とする箇土利用計磁の全国
計画は，当然住宅地や工業用地，公共用地の増大を見込
むものであり，そのためのスペースは市街化調整区域に
求められる可能性があるからである。
大都市地域においては，人口や産業の集中にともなう
大都市過密問題の発生，深刻化は，さらに外延的に拡大
して郊外地域に波及してきた。こうした事態に対応し
て，大都市圏の整備を総合的に推進するため，首都圏整
備法による首都圏整備計画，近畿圏整備法による近畿圏
整備計画，中部関開発整備法による中部園開発整備計闘
が定められてきた。これらには関連の法令があり，計画
も改定されて今日にいたっている。これらの特色の一つ
は区域指定にあるが，期待どおりの効果を発揮している
とはいL、かねる函もある。
工場等の規制のため， 「首都圏の既成市街地における
工業等の制限に関する法律Jや「近畿圏の既成都市区波
における工場等の制限に関する法律」が制定され，工業
等制限区域又は工場等制限区域内における制限施設であ
る工場の作業場及び大学等の教室の新増設を原則として
禁止し，例外的に一定の許可基準に該当する場合に知事
等が許可しうるものとしている。首都闘については昭和
42年に同法と施行令が改正され，制限が強化されたし，
近畿圏においてもいわゆる猶予区域が撤廃された。
工場移転は昭和42年10月から， 「工業再配置促進法」
が施行されて推進されている。移転促進地域から工業の
集積程度の低い地域への移転の際，地域振興整備公団が
必要な資金を融資するととができるようになっている。
昭和47年10月2日以降49年度末までに融資累計は86社
(11件） 1,229億円（契約ベース）に達しその結果，
93工場219haが地域外に転出， 105工場.1,427haの工場
立地がおこなわれた。こうした実態は，関東地方では北
関東への工場の分散，拡大という形になってあらわれて
いる。
工業団地道成事業の推進については，首都圏の近郊整
備地帯及び近畿圏の近郊整備区域において計画的に市街
地を整備し，都市開発区域を工業都市等として発展させ
るため， 「首都閣の近郊整備地待及び都市開発区域の整
備に関する法律j及び「近畿圏の近郊整備区域及び都市
開発区域の整備及び開発に関する法律」に基づき工業団
地事業が実施されている。これもまた，工業の広域化に
機能し，関東地方でいえば，平野部を都市的工業的土地
利用に変える施策といえる。これらの事業に対して，
「首都圏，近畿圏及び中部圏の近郊整備地帯等の整備の
ための国の財政上の特別措置に関する法律Jによって財
政上の措置がとられるようになっている。
首都圏の近郊整備地帯及び近畿圏の保全地域において
「首都圏近郊緑地保全法」，「近畿圏の保全区域の整備に
関する法律」等にもとずいて近郊緑地の保全がはかられ
ている。
関東の筑波学園都市の建設，関西の琵琶湖総合開発事
業の推進については，それぞれ根拠となる法令があって
実施されている。
また，広域が工業的都市的性格の地域にかえていえこ
とから，水資源対策が必要であり，それらを緊急に実施
すべきことをあげている。
以上は国土利用白書の概要を紹介しつつ問題点につい
て若干のコメントしたものであるが，首都圏について概
括的にいえば，工業化，都市化の地域政策ということに
なる。関西についても，その他についても同様な傾向は
指摘できるが，こうした広域都市化政策が環境問題にど
う反映するかは充分に検討されてきたとはL、えない。水
不足，地盤沈下，広域大気汚染などの発生拡大は予見し
うるであろうし，斜面崩壊等も多発するようになろう。
常習的水害地域の鉱大などにも注目すべきであろう。
地方都市の建設，整備についても工業を柱とする事業
が進行中である。これらも法令的根拠をもつものであっ
て，昭和30年代後半の工業化政策はいまも地方都市とそ
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の周辺には生きているといえる。その意味では，これら
の地域がさまざまの環境問題をかかえこむのは時間の問
題ということにもなろう。また大都市の局辺都市では，
工業にかわって住宅地化が地域構造をかえる原動力にな
っている。財政的にも弱く，これが環境問題にも反映し
ていることを見のがすことができない。
7 土地利用の変化と環境問題
環境問題の推移に関与する要因にはさまざまな要因が
ある。しかし前述したように，ある期間を限って概観す
ると，明治期には鉱毒，ばい煙，煙害，降灰など原初的
な環境問題が，鉱山やその下流側，都市内の工場周辺な
どに発生し地域住民との間にはげしい対立をうむ。大
正期にはこれらに加えて，工業排水問題が加わり，対策
の結果かえって大被害をみた煙害などが目立つ。昭和20
年ころまでは大正期の特徴を引っぐ。このころまでに，
散発的ではあるが法令の制定，補償金支払い，損害賠償
支払いなど，各種の対策がおこなわれるが，成功した例
はすくなし、。昭和21年からの10年聞はこれまでの引続き
とみてよいが，問題地域が工業の回復とともに既発生中
心と合せて，日本各地にひろがるようになりはじめる傾
向を示す。昭和30年代になると，環境問題をめぐる社会
的紛争ははげしくなり，問題の多様化深刻化は決定的と
なった。地域的にも戦後の工業開発地域にも早くも問題
が発生し，かつて指摘したように，環境問題の発生の早
さにあらためておどろかされる。さまざまな対策がおこ
なわれるが，ある時期に不毛な科学論争が目立つし，さ
まざまな対策にもかかわらず事態は改善されないことは
前稿（報告 No.68〕でみたとおりである。昭和40年代
になると，対策におわれ，毎日のように報道される環境
問題に，生存の危機が社会問題化することとなった。こ
うした矢先に，土地投機問題が発生し，あたらしいタイ
プの環境問題が発生したのである。地価の高騰と環境の
乱開発による破壊が同時に進行するというあらあらしい
政治的色彩のつよい環境問題であり，このタイプの環境
問題がロッキード問題を一方ではおおし、かくしていた感
があることに気づいたのは，昭和51年になってからであ
った。環境変化が政治問題でもあり，政治史の課題とし
ての環境問題もありうるということができょう。
環境問題は地域問題でもあり，この点において土地利
用問題と関連する。都市地域での土地利用問題はさまざ
まな法令に関連するので，土地利用の変化にともなう環
境問題の追究には法学的なアプローチを必要とするし，
社会学や経済学の面からのアプローチについても同断で
ある。土地利用問題が社会問題化してから国土利用計画
法が登場するが，土地利用計画や地域利用計画といった
考え方は，従来の法令にも含まれている。さきにもふれ
た国土調査法の目的は，国土の利用の高度化や保全のた
めの基礎的な調査を目ざしており，建築基準法や都市計
画法にも地域の利用形態にかかわる条項が多し、。あらた
めて国土利用計画法が登場するのは，土地の経済的属性
である地価に深くかかわる投機的土地買いしめが社会問
題化したことにある。
しかし，経済的な土地ないし地価高騰問題としてのみ
法的に処理しないで，土地利用計画をも含めて立法措置
がとられた点に高い評価が与えられている。ある意味で
は妥当な評価であろうが，ある意味では問題として指摘
された土地問題一一不動産問題一ーの性格を不分明にし
た感がないでもない。すくなくとも，不動産問題の解決
を多くの国民の関心をもっ環境問題や住宅地問題にもひ
っかけているとうけとられる点がある。しかし，国土利
用全国計画では工業用地の拡大も見込まれているので，
全体計画のなかで工業のシェアを合法的に確保する遂を
ひらく行き方をとったともいえないことはない。国民所
得の源泉は工業と考えられているからである。環境保全
の実効はこの法律には期待できないし他の法律にも実
績はないので，間接的に土地利用を規制jしようという国
土利用計画法には環境問題の改善という点では限界があ
るというべきであろう。法律の構成に，防災に根拠をお
く安全空間創出，保持の考え方も，上水源確保という居
住空間にとってもっとも基本となる考え方も含まれてい
なし、から，国土庁の各種の通達等で言及されていても，
同法の真価は，数年後には表面化するであろう市街地調
整区域の開発地域への変化に対する対応で関われること
になろう。市街化区域拡大のため合法的なワク組み，な
いしは穴あけの機能を発揮するにちがいない。
8 結び一一今後の研究のために一一
都市の自然環境論としてまとめた報告 No.56, 60, 
63, 66, 68，は相互に関連するが，はじめは震災問題を
通して都市構造の問題点を追究し，地盤沈下地域の問題
でより具体的に自然と人聞社会のからみに言及して今後
の研究展開の一つの方向を示した。本稿No.74は，広域
環境問題の展開を工業化を柱として追究すべきことの考
えを概略のベ，最近の国土利用計画法の機能への疑問に
言及した。これら一連の論稿は， 51年から 5年計画で共
同研究によって追究したいと考えている東京をテーマに
した地域構造の実態とその変化，その根底にある行財
政，税制度の社会科学的解明，関連する都市計画学的追
究に必要な問題整理のためのメモであり，筆者の個人的
見解のデッザンにすぎない。データ等の集積，解析など
はすべて今後に残されたものである。とくに広域問題に
おける法令の関与の仕方については，その解明の方法等
についても疑問が多く，本稿では論及できなかった。と
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れらの点は，共同研究の展開にしたがって明らかにして
いきたいと考えている。しかしこれまでの予察的準備的
な整理においても，次の諸点が当面の課題になるといえ
よう。
①工業抗最近50年位の陪の環境問題，とりわけ，都
市地域の自然環境問題に決定的なかかわりをもっ。
②重化学工業をテコにして国民所得が向上し，工業製
品の購買力の向上だけではなく，政府の持家政策もあ
ずかつて住宅地問題が環境問題にくみこまれてきた。
その軌跡は1920年前後からの地下水汲上げによる地盤
沈下が，当初，工業にとっての問題，工業由来の環境
問題であったのが，工業用水は確保される法的根拠を
もっ今日では，上水道などが主要な地下水利用の目的
となり，多くの住民を間接的に地盤沈下の加担者にく
みこんでいったパターンと軌をーにすることに注目し
たい。
③住宅地問題が，最近の地価急騰に象徴される土地問
題としてあらわれたことに注目すべきであろう。乱開
発が心配されるほど乱脈な土地買いしめの根底に工業
化政策があることを見失ってはならないであろう。こ
のことをも含めて，国土利用計画法の真価がとわれる
のは数年後，調整区域の開発への圧力がたかまる時期
ということができょう。
④一般的には，法令等やその運用をはかる行政行為
が，またその前段階の立法過程が都市の自然環境の変
化の原因としてどのように作用するのか，その結果が
地域的にどう投影されるのかなどの問題のメカニズム
は，もっとも興味あるテーマであるが，解決困難なテ
ーマでもある。モデル地域について，明治以降の古い
資料を洗い直すなど詳しい調査研究が必要であろう。
⑤ モデル地域としては，丘陵地域の都市開発地域，低
湿な水田地域の都市化地域，干拓地や埋立地の都市化
工業化地域といった類型がえらばれる必要があろう。
またモデル地域の検証のため，風水害とか地震災害と
いった外力の加わるケースを含むべきであろう。ま
た，法令等の条文のうち，実質的に機能していない条
項の抽出，その理由等の吟味が含まれるべきであろ
う。 、水、と関係予算を柱として経年的変化を追求す
ることが計画されねばならないであろう。
⑥ 関連条項の吟味のなかでとくに留意したいのは，御j
，限，除外，猶予など既存の権利や施設，機能等の保護
に関係するものである。法令制定の情報がながれると
カケ込み申請などがおこなわれるのがこれまでの例で
あり，土地買いしめの場合にも，企業が購入した市街
調整区域の開発は何れ許可されるととになろうと考え
るのは，過去にそうした事例が数多いからである。
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